
28年調査事項と24年調査事項との対比表（【11】産業共通調査票）

28年調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

【第１面】

【第１面】

【第１面】

名称及び電話番号
●他の調査票と調査事項名を合わせ「事業所の」を削除

所在地
●市町村名欄に、町丁字番地号の内容を記入する事例がみられたことからスペースを縮小
他の調査票と調査事項名を合わせ「事業所の」を削除

開設時期
●26年基礎調査に合わせ、回答肢の区分等を変更。調査事項名に「この場所での」を追加

－ 31 －



28年調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

【第１面】

従業者数
●26年基礎調査に合わせ表頭と表側を入替え。調査事項名に「この」を追加

８時間換算雇用者数
●個人経営調査票の新設に伴い、卸売業、小売業、飲食サービス業を営む事業所用に８時間換算雇用者数記入欄を追加

－ 32 －



28年調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

【第１面】

【第１面】

主な事業の内容
●他の調査票と合わせ調査事項名に「この」を追加

経営組織
●記入誘導を追加

－ 33 －



28年調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

【第１面】

【第１面】

各種金額の記入項目
●桁誤りを防止するために万円以下の表示形式を変更

単独事業所・本所・支所等の別等
●記入誘導を追加
　他の調査票と合わせ調査事項名を変更

消費税の税込み記入・税抜き記入の別
●参考情報として把握していた内容を調査事項として把握

－ 34 －



28年調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

【第２面】

企業全体の売上（収入）金額、費用総額及び費用内訳
●表側のうち「費用の内訳（特掲）」を「主な費用項目」に変更

－ 35 －



28年調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

【第２面】

事業別（売上）収入金額
●表頭のうち「事業別内訳」としていたものを「事業活動区分」と「事業別内訳」に分割。併せて「（エ）商業」を「（エ）卸売業」、「（オ）小売業」に分割するとともに、それに伴い
（オ）～（ク）を（カ）～（ケ）に変更。なお、「（エ）商業」を「（エ）卸売業」、「（オ）小売業」への分割はもともと第２面で分けられていたものをあらかじめ当該調査事項で行うもので
あり、24年活動調査と整合的。
また、事業別内訳から右側について交互に色づけ

－ 36 －



28年調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

【第２面】

【第２面】

電子商取引の有無及び割合
●記入誘導の変更

設備投資の有無及び取得額
●記入誘導の変更

－ 37 －



28年調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

【第２面】

【第２面】

（削除）

【第２面】

自家用自動車の保有台数
●個人経営調査票の調査事項から削除したことにより、記入させる客体の経営組織を変更

土地・建物の所有の有無
●記入しやすさの観点から横書きを縦書きに変更

商品売上原価
●26年商業統計調査に合わせ調査事項から削除

－ 38 －



28年調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

【第２面】

【第２面】

常用雇用者数及び支所等数
●他の調査票に合わせて調査事項を統合

資本金等の額及び外国資本比率
●記入しやすさの観点から横書きを縦書きに変更

－ 39 －


